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第１章 開催概要 

 
１．１ 目的 
安全・安心な消費生活の実現のためには、消費生活相談を受けられる体制の整備及び

消費者自身の消費者問題解決力の向上に加え、地域全体の消費者問題解決力の向上が必
要である。このためには、地域の消費者問題に携わる消費者団体や行政を始めとする多
様な主体が連携・協働し、消費者問題に関する取組を進めることが有効である。 
本フォーラムは、これを推進するため、地域の様々な主体がつながるためのきっか

けの場として開催するものである。 
 
１．２ 概要 
名  称：地方連携推進フォーラム2023 in 徳島 
 
主 催 者：消費者庁 
 
後  援：徳島県 
 
テ ー マ：考えよう、これからの消費者行政～自治体の『今』を知り、学び、そして

活かす～ 
 
開催日時：令和５年２月10日（金） 

13:15～15:50 ※Zoomオンライン配信 
 
開催方式：オンライン方式（配信会場：消費者庁 新未来創造戦略本部） 
 
参加者数：オンライン参加者  82名/申込 84名 アンケート回答66名 
 
内  容：〇地方公共団体による消費者行政に関する取組説明 

〇消費者庁新未来創造戦略本部によるモデルプロジェクト紹介 
〇消費者庁地方協力課による先進的モデル事業紹介 
〇消費者行政に知見のある団体や事業者等を交えた座談会 
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１．３ プログラム 
TIME LAP CONTENTS 内容 出演者 

13:15 5 開会式 開会挨拶 
開会挨拶： 
消費者庁 新未来創造戦略本部 
本部次長 相本 浩志 

13:20 20 兵庫県による消費者行
政に関する取組説明 「若年者への消費者教育の取組」 

兵庫県 県民生活部 
生活安全課  
課長 立石 裕一 

13:40 20 石川県による消費者行
政に関する取組説明 

「石川県における消費者教育等の主な
取り組みについて」 

石川県 生活環境部 
生活安全課 専門員 
 澤田 卓也 ※遠隔登壇 

14:00 15 
消費者庁新未来創造戦
略本部によるモデルプ
ロジェクト紹介 

「新未来創造戦略本部の主な取組」 消費者庁 新未来創造戦略本部 
係員 金子 時佳 

14:15 20 
消費者庁地方協力課に
よる先進的モデル事業
紹介 

「買い物支援を通じた見守り活動の実
証事業について」 

消費者庁 地方協力課 
 係員 増本 翠 
 
株式会社とくし丸 
 取締役 佐藤 禎之 

14:35 15 徳島県による消費者行
政に関する取組説明 「徳島県における消費者行政の推進」 

徳島県 危機管理環境部 消費者
くらし安全局 消費者政策課  
消費者行政グローバル担当室長 
 島田 准子 

 10 休憩 

15:00 45 座談会 

■コーディネーター 
 四国大学教授、消費者庁新未来創造戦略本部客員アドバイザー 加渡 いづみ 
■パネリスト 
    兵庫県 県民生活部 生活安全課 課長 立石 裕一 
    石川県 生活環境部 生活安全課 専門員 澤田 卓也 
    徳島県 危機管理環境部 消費者政策課 消費者行政グローバル担当室長 島田 准子 

株式会社とくし丸 取締役 佐藤 禎之 
徳島県消費者協会会長 佐野 勝代 

    大学生（２名） 

15:45 
終了
15:50 

5 閉会式 閉会挨拶 
閉会挨拶： 
消費者庁 地方協力課 
 課長 加藤 卓生 

  

 



 

p. 5 
 

第２章 議事録 

２．１ 開会挨拶 

 
消費者庁新未来創造戦略本部 本部次長の相本で

ございます。本日の地方連携推進フォーラム2023 in 
徳島の開催に当たりまして、御挨拶を申し上げます。 
本日会場に御来訪の皆様、またオンラインで御視聴の皆様におかれては、御多用のと

ころ、本フォーラムに御参画いただき誠にありがとうございます。この地方連携推進フ
ォーラムは、地域で活躍する多様な自治体の皆様が交流し連携して、今後の活動に活か
していくことを目的として、毎年度開催しております。 
今回のフォーラムは、徳島県の御後援をいただき、「考えよう、これからの消費者行

政～自治体の『今』を知り、学び、そして活かす～」をテーマに、各地の多様な取組を
進めておられます登壇者の皆様に徳島県へお集まりいただき、徳島県からその取組につ
いて、御紹介いただくという運びとなっております。既に御承知のとおり最近、数年間
新型コロナの影響により、対面での消費者教育、あるいは啓発といったことが難しい状
況も出てきております。各地域におかれてはそういった状況の中でも独自の取組、工夫
を進めながら活動を進めていると承知しております。本日は、そのような取組の中でも、
兵庫県、石川県、それから徳島県の担当の皆様から、消費者教育、あるいは啓発等に対
する取組に関して御紹介いただくということとしております。 
また、消費者庁においても東京にあります消費者庁本庁、また、ここ徳島の未来本部

におきまして、消費者教育・啓発に関する様々なモデル的な取組や、あるいは消費者向
けの新たな教育教材の開発など、様々な取組を行っているところです。本日はこのよう
な取組に関しても、御紹介をさせていただきます。  
また本日、四国大学の加渡いづみ先生にコーディネーターをお願いして、消費者団体

それから大学の学生の皆様から、消費者目線に立った消費者行政に対する、御要望、御
意見をいただくという場を設けてございます。これについても大変楽しみにしておりま
す。 
最後に、徳島県を初めとする関係者の皆様が、本日のフォーラムのためにお寄せいた

だきました、御協力・御支援に関し、改めて御礼を申し上げるとともに、本日のフォー
ラムが、御参加の皆様にとって実りのある会となることを期待して、私の御挨拶とさせ
ていただきます。 
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２．２ 兵庫県による消費者行政に関する取組説明 

 
兵庫県の生活安全課長の立石と申します。

よろしくお願いいたします。それでは私から兵
庫県の若年者への消費者教育の取組といたし
まして、次世代大学生の消費者リーダーの養成
と、成年年齢の引下げを踏まえた取組強化につ
いて御紹介をさせていただきます。 
兵庫県では、安全で安心な消費生活を推進す

るために消費生活相談、それから消費者教育、
消費者の安全安心を含む消費生活行政全般の
方向性を示す基本指針として、ひょうご消費生活プランを策定いたしまして施策を推進
しているところでございます。 
このプランの中で、四つの項目を推進に当たっての視点ということで目標値を設定し、

取組を進めております。その一つ目といたしまして、成年年齢の引下げを踏まえた若年
者への取組強化を掲げております。この取組に係る目標値は、「くらしのヤングクリエ
ーター」の活動認定書の交付数を令和 5年度までに 250人にすることとしております。
今年度末で、多分 246 人になる見込みですので、令和 5 年度までにこの目標は達成で
きるのではないかと思っております。 
それでは「くらしのヤングクリエーター」とはどのようなものかについてお話をいた

します。兵庫県では、平成 22年の 5月に当時の大学生協の神戸事業連合と、次世代の
消費者教育、学習に関する協定を締結いたしまして、この協定のもとで消費者リーダー
となる大学生を「くらしのヤングクリエーター」として養成を始めたところでございま
す。消費者教育推進法は、平成 24 年の公布なので、その前から大学生の消費者教育に
取り組んだというということになります。当初は、だまされない消費者を育成するため
にセミナー等を受講して「ヤングクリエーター」となった大学生自らが各大学内で啓発
活動を行っていくというものでした。また「ダマされないチカラの養成 HandBook」と
いうのも、この頃から兵庫県内で配布するために作成をしていましたが、改訂を重ねて
現在では、全国の大学生協でも活用されております。 
先ほどお話ししました通り、当初はだまされない消費者の育成を目標としていました

が、平成 25 年度からは、自ら考え、賢い選択ができる、賢い消費者の育成を目標とす
ることとしました。そのきっかけとしましては、消費者教育推進法の施行というのも大
きな理由の一つですが、一番の理由は、大学生自らが講座への受講とか、県が企画した
イベントへの参加について、「大人からの一方的な要請に応えるだけでは面白くない」
というような意見が多く出たということでございます。左側の写真は平成 25年の 5月
に学生で初めて企画運営した「消費者、事業者、行政によるワークショップ」の時のも
のでございます。初の試みでしたが、写真のように、18 大学が参加して、大学生 132
人を含んで総勢 161人が参加しました。 
従来は、講座の受講者を「ヤングクリエーター」としておりましが、消費者リーダー



 

p. 7 
 

として、消費者啓発活動を顕著に実施した人に、活動認定証を交付するという仕組みに
変えました。このワークショップの中で、初めて「くらしのヤングクリエーター」の活
動認定書を、知事から交付しました。この認定書を交付するきっかけは、頑張った証が
欲しいというような大学生の声と、今も消費者教育に関わっていただいています、大学
生協の方から、就活に役立つということで、学生が喜ぶというような声もありまして、
それ以降この三者のワークショップのときに、活動認定書を交付しています。昨年度末
で 229人、今年度は、また新たに 17人に交付する予定になっております。 
令和元年の 9月に、消費者庁との共催で開催いたしました、この「エシカル・ラボ in

ひょうご」でも学生の方に活躍をしていただきました。「見て、買って、体験して楽し
く築くエシカル消費」をコンセプトにどの世代の方にも「今までやってきたことが、エ
シカル消費なのだ」というように気付いてもらえるような、楽しいイベントという思い
から、消費者庁様にも御理解・御協力をいただきまして、盛りだくさんなイベントにな
りました。来場者数は 1,100 人で、また 21 団体という多くの出展団体にも御協力いた
だきました。学生さんの企画としましては、会場でエシカルを体験できるゲーム型のス
タンプラリーとか、フェアトレードコーヒーとか、紅茶の販売などをしていただきまし
た。会場は市街地から少し離れたところでしたが、多くの若者の方にも参加をいただい
たところでございます。このエシカル・ラボというのは兵庫県の強みである生協、それ
から生協の繋がりのある農協とか、漁協それから森林組合などの協同組合がエシカル商
品の販売とか、展示などを行いましたので、行政では成し得ない、多様な主体や世代の
参画と協働による、消費者教育のモデルになる事業であったと思っております。 
また、平成 25 年に始まりましたワークショップは、毎年開催しておりまして、消費

者、事業者、行政の三者がワークすることが特徴になっております。兵庫県では阪神淡
路大震災の経験もありまして、個々に行動するのではなくて、また行政だけに委ねると
いうわけでもなく、みんなの力を合わせて一緒に取り組もうというような県政をずっと
展開してきました。それがこの三者ワークショップとしても続いてきています。しかし、
新型コロナの影響もありまして令和元年度は前日に中止を決定せざるを得なくなった
という状況でございます。また、学校の閉鎖とか、オンライン講義でキャンパスから学
生が消えてしまったことで、学生の活動が困難になりまして、令和 2年度は三者ワーク
ショップの開催というのは見送るというような状況でした。「ヤングクリエーター」の
活動も少人数とかオンラインのセミナーの開催だけになってしまいまして、コロナ禍で
の活動の方法を模索していたという状況でございます。また平成 22 年の協定締結当時
の大学生協神戸事業連合が統合によりまして、関西北陸地区というような連合体になり
広域になってしまいました。コロナ禍で大学生協の運営が厳しくなったというような状
況もありました。事業をどのように継続していくのかということになりましたが、ここ
では、県内の大学生協の 11 団体が集まりまして兵庫県域で大学生の支援を行うという
ことで、一般社団法人ひょうご大学生支援機構、HUSSOっていうのですが、これを設
立することになりました。兵庫県は HUSSOと、次世代の消費者教育、学習に関する協
定を締結いたしまして、連携を継続し現在も事業を続けてやっています。 
令和 3年度につきましてもオンラインでの活動が、主になりましたが、消費者市民社

会と同様の目標である SDGsの達成に向けまして、エシカル消費の学びを深め、実践に
繋げていくため、若きエシカル消費の実践者によるセミナーを開催しました。また三者
ワークショップもオンラインで、2年ぶりに開催することができました。Zoomのブレ
イクアウト機能とGoogleスライドなどを活用してグループワークも実施することがで
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きました。この例で、令和 3年 6月 19日に開催の「エシカル消費実践事業キックオフ
フォーラム」をやりましたが、消費者庁様から日下部審議官にも御登壇をいただきまし
た。また若き実践者として取組を発表いただいた、このタベモノガタリ(株)の竹下さん
はその後、兵庫県立大学で出前講座をしていただくという繋がりができました。今年度
も、来週の 2 月 18 日にその 3 者のワークショップを開催する予定になっております。 
続きまして、成年年齢の引下げを踏まえた取組強化について御説明いたします。まず

出前講座の実施でございますが、兵庫県は面積が広いので、県内７つのセンターを設置
しています。各センターで、講座とかセミナーを開催しています。主に高等学校とか特
別支援学校向けに実施をしていますが、大学や PTA など保護者に対して、また申込み
があれば小中学校にも出向いて、実施しているという状況です。令和 3年度は小中高大
学の実施は年間で 149回、今年度は 12月末現在で 114回の開催になっています。年度
初めの 4月に、マスコミでも成年年齢の引下げを取り上げられることも多く、各地区の
校長会に出向いて出前講座の活用を働きかけたということもありまして、昨年 12 月末
現在の回数 98回と比べると少し多くなっている状況でございます。 
それから近年の取組で工夫したことといたしまして、若者へ届ける啓発用のコンテン

ツを作成したことでございます。令和 2年度ではマンガ動画の作成、それから令和 3年
度には、よしもとの芸人さんとのコント動画、それから「ラップで対策‼悪質商法」と
題したラップ動画、それから今年度につきましては消費者トラブル回避シミュレーショ
ンゲーム「18 歳になったら成人してた件」を制作いたしました。これらの情報を若者
に届けるために SNS を活用いたしまして Twitter の情報発信、それから TikTok とか
Instagramでターゲティング広告を行っております。また今年度は、市街地の三ノ宮の
駅前の大型ビジョン、それからバスのデジタルサイネージでラップ動画を放映しました。
またラップ動画とシミュレーションゲームにつきましては、消費者庁さんの LINE公式
アカウント、消費者庁の「若者ナビ」でも配信をいただきました。啓発に御協力いただ
けましたことをこの場をお借りしてお礼申し上げます。ありがとうございます。 
ではそのいくつかを御覧いただきたいと思います。まずは、よしもとの芸人さんの「女

と男」さんによるコントの動画でございます。 
「成年年齢引下げ」 
（動画） 
それでは次に、「ラップで対策‼悪質商法」ということで、現役教師でありながら、

SNSでラッパー教師として活躍をしていただいている、「あきらめん」さんの御協力に
よりまして、若者が遭いやすいトラブルをラップで伝えています。そのうち二つを御覧
ください。 
（動画） 
マルチ商法の動画を御覧いただきましたけれども、兵庫県消費生活総合センターでは、

今年度、マルチ商法を、県内を含めて全国で行っていた東京の事業者に対しまして 6ヶ
月の業務停止命令を行いました。消費者トラブルの防止のためには、啓発だけでなく、
事業者指導も大切な要素ですので、少しお話をさせていただきました。 
続いて今年度、制作した消費者トラブル回避のシミュレーションゲーム「18 歳にな

ったら成人してた件」です。こちらは、双子の兄弟で 18 歳になり成人を迎えたばかり
の大学生「田真玲 爽」くんと「田真玲 瑠奈」ちゃんなど、全てのキャラクターボイス
を人気声優さんお 2 人で担当してもらいました。男性の声を担当した梶裕貴さんが
Twitter でこのゲームのことを呟いていただきましたので、多くの若者から反響があり
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ました。日常の中で、怪しい人たちの甘い言葉に騙されそうになる場面に直面、プレイ
ヤーの選択でストーリーが分岐するのですが、騙されてバッドエンドになるか、トラブ
ルになることがなくクリアできるか、是非皆さんも、試してみてください。 
 最後の御紹介でございます。武庫川女子大とコラボレーションして、学生さんが考案
した啓発グッズを県内の高校 3年生全員、約 4万 3,000人に配布をしました。高校生が
よく使う身近なグッズで環境に配慮した素材を使用して、啓発内容が的確に伝わるよう
に工夫をしています。スローガンを「相手の意図を見透かそう」ということで、半透明
に透ける紙を付箋に使いました。裏面には先ほどのゲームの QRコードも表示して、消
費者ホットライン 188で相談する具体的な場面を掲示しております。 
グッズの考案ですが、まず SDGsとか、エシカル消費、それから若者に多い消費者ト

ラブルを学んでもらって、3チームに分かれ、提案方式で決定をいたしました。高校生
にも伝わって使ってもらえるグッズが作成できましたし、取り組んでいた学生自身の消
費者力のアップにも繋がるような取組になったと思っております。この様子も記録動画
がありますのでちょっとさわりだけ御覧ください。 
（動画） 
ちょっと時間がオーバーしているので、まだまだ続きはあるのですが兵庫県のサイト

にもこの動画を載せていますので、是非御覧いただければと思います。 
 私からは若年者への消費者教育の兵庫県の取組を御紹介いたしました。ありがとうご
ざいました。  
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２．３ 石川県による消費者行政に関する取組説明 
 

 
皆様こんにちは。私は石川県生活環境

部生活安全課で専門員、消費生活グルー
プリーダーをしてございます、澤田と申
します。本日は、このような機会をいた
だきまして誠にありがとうございます。
私からは本県の消費者教育の主な取組
につきまして、非常に簡単ではございま
すが、ざっくりと紹介をさせていただき
たく思います。どうぞよろしくお願いい
たします。 
こちらのスライドでは、非常にざっくりとしたデータではございますが、本件の苦情

相談件数とその傾向につきまして、お示しをさせていただきます。本県の、相談件数は
7,000 件前後から 8,000 件前後で推移をしてございまして、そのうち約 3 割が 65 歳以
上の高齢者からの相談となっておりまして、他の都道府県の多くも、同じ傾向を示すの
かとは思いますが、特に高齢者の被害防止対策が急務であるといった状況でございます。
また、10代 20代の若者についてでございますが、SNSの浸透などによりまして、若者
を狙った悪質事業者が増えているのか、全体件数に占める若者の割合が少しずつ増えて
いっております。また昨年の 4月 1日の成年年齢引下げによりまして、こちらも他の都
道府県も同様かと思いますが、本県におきましても、新成人を狙った消費者トラブルの
増加、これが非常に懸念されるところでございます。 
この表を見ていただきたいと思います。本県の消費者教育事業につきましては、まず、

若者と高齢者、御本人やその御家族に対して重点的、直接的な消費者教育として、若者
の消費者被害防止対策、高齢者の消費者被害防止対策を実施しておりますほか、各地域
におきます消費者教育の充実を図るために、地域で消費者教育を行う担い手を育成して、
地域の啓発講座などへ派遣をしているところでございます。また、高齢者でありますと
か、障害のある方につきましては、行政が直接呼びかけるだけではなくて、周囲の方、
特に普段から地域の見守りをいただいている民生委員などの消費者トラブル等に関す
る見守り力の向上が必要であることと、国全体において推し進めている「見守りネット
ワーク」の設置促進が非常に重要でございますことから、御覧のような設置促進事業を
実施しているところでございます。そのほか、消費者セミナーでございますとか、新聞
広報などの活用によりまして、県民へ広く、啓発を行っているといったところでござい
ます。それぞれの細かい内容につきましては後ほどのスライドで説明をいたしますが、
各年代に応じて学校や職場、お住まいの地域など、様々な場で抜け漏れなく消費者教育
を実施していると言ったところでございます。 
こちらのスライドでは、若者への消費者教育につきまして具体的にどのようなことを

しているのかについて説明をさせていただきます。若者への消費者教育につきましては、
御本人への啓発として高校や大学、新社会人など様々な方へ消費者教育を行っているほ
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か、まもなく成人を迎える高校生の保護者に対しましても、啓発を行うなど、幅広く行
っているというところでございます。資料の一番上から順に、説明をいたしますが、ま
ず、基本的な契約の基礎知識でございますとか、若者に多いトラブル事例などのほか、
エシカル消費などの紹介をしている、「若者の消費生活ハンドブック」を作成してござ
いまして、教育委員会の協力のもと、県内の高校生に配布をしているほか、公民科や家
庭科の授業などで活用をいただいているというところでございます。 
次に記載にあります、消費生活ガイドにつきましては、大学などの高等教育機関でご

ざいますとか、各職場における実践的な消費者教育の教材といたしまして、金沢弁護士
会と連携をし、助言などをいただきながら、作成をしたものでございます。中身としま
しては民法上の契約の基礎知識ですとか、消費者契約法、特定商取引法などを紹介し、
クーリングオフ制度や具体的なトラブル事例を紹介しているものでございます。これを
テキストといたしまして、出前講座「かしこい消費者塾」と題しまして、弁護士の方で
すとか、司法書士、税理士などの専門家の方を講師といたしまして、県内の大学などの
新入生や企業の新入社員を対象に、消費者教育に取り組んでいるというところでござい
ます。 
次の記載にあります DVD 教材につきましては、若者を狙った手口とその対処方法を

まとめてございまして、こちらにつきましては、令和元年度より県内の高校や高等専門
学校などに配布をしてございまして、公民科や家庭科の授業などで活用いただいている
ところです。次の記載にあります、保護者向け啓発冊子につきましては、若者御本人だ
けでなく、保護者に対しても、若者によくある消費者トラブルについて啓発をするとと
もに、親子で話し合っていただくきっかけのための教材として作成をしておりまして、
令和 2年度より、例えば保護者懇談会などを利用して、保護者に対して配布をしている
ところでございます。 
最後に、SNS を活用した啓発についてでございますが、令和 2年度から LINEなどに

啓発広告を掲載しているほか、YouTube などで啓発動画を配信しておりまして、成年
年齢引下げを踏まえ、若者への訴求力が高い SNS を活用した啓発、これを強化したと
ころでございます。以上のように、学校や弁護士会などと連携をしながら、学生や新社
会人など、若い方への消費者教育に取り組んでいるというところでございます。 
次にこちらのスライドでは高齢者への消費者教育につきまして、具体的にどのような

ことをしているのかについて、説明をさせていただきます。こちらも、資料の上から説
明をいたしますが、まず、高齢消費者被害防止寸劇出前講座でございます。これは大学
などとの協力の下、県内の学生にゼミやサークル単位で高齢消費者被害を防止する、寸
劇出前講座を作成していただきまして、地域の老人会や大学祭などで講演をしていただ
くというものでございます。これによりまして地域の高齢者の消費者被害の防止のほか、
学生の皆様の消費者問題に関する理解、これを深めていただくということを目的として
実施をしてきました。 
次に啓発グッズデザイン募集事業でございますが、これは県内の大学生などがデザイ

ンを考案した通帳ポーチや壁掛けカレンダーなどの、啓発グッズを作成いたしまして、
通帳ポーチにつきましては、こちらは警察の力をお借りして各警察署から、各地域に配
布をしていただいたほか、年金の支給日に銀行の窓口で、年金の申請をしに来られた方
にお配りをするなどいたしました。また壁掛けカレンダーにつきましては、当課、生活
安全課の方で関係各所にお配りをしたほか、こちらも県警察のお力をお借りいたしまし
て、各警察署の署員の方の日々の巡回連絡、パトロールにおきまして、地域にお配りを
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していただいたという状況でございます。また今年度、高齢者に多い消費者トラブル事
例とその対処方法、最寄りの消費生活相談窓口を紹介するハンドブックを作成いたしま
して、市町や関係消費者団体に配布をしたほか、県内各地域の民生委員にお配りをいた
しまして、日々の活動の中で、地域の方々への啓発をお願い致しました。 
こちらのスライドでは、地域における消費者教育担い手育成につきまして説明をいた

します。これはどういったものかといいますと、地域における消費者教育の担い手、地
域の町内会などの会合で、消費者教育のための講座を開催していただく方を育成するた
めの研修を、平成 27 年度から実施をしているものでございます。まず県内の消費生活
相談員、消費者行政担当者、消費者団体などから、受講者を募集いたします。受講者の
経験に応じまして、新担当者向け研修とステップアップ研修の二つのコースがございま
す。 
新担当者向け研修につきましては、新しく消費者教育を担当することになった方を受

講対象としてございまして、前半で消費者トラブルや講座を実施するための基礎知識を
学んでいただき、実際に講座を組み立てていただき、実演をしていただくという内容に
なっております。後半では実地研修といたしまして、受講者がそれまでの研修を踏まえ
て、各自で、地域における啓発講座を実施していただきまして、研修は終了という流れ
となります。ステップアップ研修につきましては、前年度までの担い手育成研修修了者
を対象としたものでございまして、高齢者や学生、児童などを見守る立場の方、例えば
ケアマネージャーですとか、子供の保護者など、そういった方々を対象とした消費者教
育に対応するための内容となっております。担い手研修を修了された方には、市町地域
における啓発講座の講師として、県の消費生活センターで登録をしていただき、地域に
おける消費者教育の推進役として活動いただいているというところでございます。 
また講師の方に活動の場を提供するため、本県の適格消費者団体であります、「消費

者支援ネットワークいしかわ」というところを、委託業者といたしまして、市、町や地
域と講師を繋ぐコーディネート事業を行っていただいております。啓発講座開催の流れ
につきましては、市、町や地域から、「消費者支援ネットワークいしかわ」に講座の依
頼をしていただきますと、依頼する講座の内容に応じまして、「消費者支援ネットワー
クいしかわ」の方で講師の派遣・調整を行い、啓発講座を実施するという流れになりま
す。この事業を通じまして、各年代への消費者教育に加えて各地域での消費者教育の実
施をしているところでございます。 
最後になりますが、こちらのスライドにて「見守りネットワーク」の設置促進につき

まして、説明をさせていただきます。高齢者や障害のある方などについては、自分自身
が消費者トラブルに遭っていることに気づきにくいといった点がございますので、御本
人への啓発はもちろん、周囲の方の見守り、これが非常に重要ですので、「見守りネッ
トワーク」構築のための施策を関係機関と連携を図りながら実施をしているところでご
ざいます。まず、「高齢消費者被害防止見守りマニュアル」の作成配布でございますが、
見守り活動のポイントや流れ、高齢者などに多いトラブル事例などをまとめたマニュア
ルを作成し、県内の民生委員などを対象に、お配りをしているものでございます。 
また、「高齢消費者被害防止見守りセミナー」につきましては、県内の民生委員や市

町の担当者を対象として、高齢消費者被害の現況と見守りの必要性などにつきまして、
セミナーを開催したものでございます。なお今年度におきましては、霊感商法等の悪質
商法に関する国交付金、消費者庁さんの交付金を活用いたしまして、例年の開催に加え
まして、霊感商法などに関する事例を学ぶためのセミナーを実施することとしてござい
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ます。さらに、概ね市町単位で開催される民生委員などの研修会などの際に、お時間を
取っていただきまして、出前講座を開催しているところでございます。このほか、年度
当初に、市町の担当課長にお集まりをいただきまして、消費者行政に係る会議を開催し
ているところでございますが、その場にて、ネットワーク設置に向けた働きかけを行っ
ております。また、市町に対しての通知文書によりまして、ネットワーク設置について
の御協力のお願いをしているというところでございます。説明は以上でございます。 
本県ではこうした各年代、また、各地域に対しての消費者教育を通じまして、県民の

皆様の安全安心な社会の実現に向けて努めているところでございます。本日は御清聴あ
りがとうございました。 
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２．４ 消費者庁新未来創造戦略本部によるモデルプロジェクト紹介 

 
ただいま御紹介にあずかりました、消費者庁

新未来創造戦略本部の金子と申します。私から
は、新未来創造戦略本部の主な取組と題しまし
て新未来創造戦略本部、以降未来本部と呼ばせ
ていただきますが、未来本部の取組のいくつか
について御紹介させていただきます。 
まず、未来本部の設置の経緯について御説明

いたします。2017 年 7 月に徳島における消費
者庁の拠点として、消費者行政新未来創造オフ
ィスが設置されました。こちら 3年後を目途に検証・見直しをすることとされておりま
して、2019 年 6 月に消費者行政の発展創造のためにふさわしい機能と規模を備えた新
たな恒常的拠点を 2020 年度に発足することとされまして、2020 年 7 月に新たな恒常
的拠点として、徳島に、消費者庁新未来創造戦略本部が設置されることとなりました。 
未来本部の主な取組としては、スライドの下にある通り、二つ、モデルプロジェクト

と国際消費者政策研究を行っております。モデルプロジェクトでは、徳島等の実証フィ
ールドを活用して先駆的な取組の試行や施策効果の検証などを実施しております。国際
消費者政策研究としては、デジタル化や高齢化等の社会情勢の変化による新しい課題な
どに関する消費者政策研究を実施しておりまして、こちらについては国際シンポジウム
などによって世界に発信しております。それでは、モデルプロジェクトと国際消費者政
策研究についていくつか御紹介いたします。 
ではまず「デジタル技術を活用した情報発信・普及啓発」について御紹介いたします。

近年、テレワークなどの社会のデジタル化やインターネット通販などの消費生活のデジ
タル化が急速に進み、デジタル技術の適切でない利用や、消費者側のデジタルリテラシ
ー不足など、デジタル社会特有の影響が懸念されております。また、2022 年 4 月の成
年年齢引下げを踏まえて 18歳から 19歳の消費者トラブルを防止する必要があります。  
そこで未来本部では、それに対応する取組の一つとして、デジタル社会に対応したツ

ールを活用し、若年層を始め幅広い世代のライフスタイルに対応した教材を制作し、消
費者庁ウェブサイトなどで公表しています。教材の内容としては、高校の家庭科の学習
指導要領を基にしており、消費生活の様々な場面で起こることを自分ごと化して捉えら
れるよう動画、アプリ、テキスト、ワークシート、eラーニングの 5種類あります。な
お、本教材の制作にあたっては、徳島県の鳴門教育大学 坂本 有芳教授を始め、県内
外における各消費者分野の専門家、高校教諭、企業の代表者などを構成員とした有識者
会議及び分科会を開催し、実証事業や会議での意見なども踏まえて進めました。いずれ
の教材も消費者教育の場はもちろん、学校や企業内での研修、自学自習用でもお使いい
ただけますので、本フォーラムを御視聴の皆様にも出前講座などを実施する際の教材と
して是非御活用いただけると幸いです。 
次に、「見守りネットワークの更なる活用」を御紹介いたします。見守りネットワー
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クの正式名称は、消費者安全確保地域協議会と言いますが、こちら高齢者や障害者など
の消費者トラブルに遭いやすい脆弱な消費者を地域で見守るという仕組みです。このネ
ットワークの意義については、次の講演者である地方協力課の増本から紹介があります
のでここでは省略させていただきます。 
消費者庁では、政策目標として、各都道府県内に設置された見守りネットワークによ

って、その都道府県内の人口をどのくらい見守ることができているのかということを示
す「都道府県内見守りネットワーク設置人口カバー率」を 50％以上とすることを掲げ
ています。昨年 12月時点では、この目標を達成しているのは 47都道府県中 16都道府
県であり、さらなる設置促進が重要と考えております。徳島県では、未来本部が設置さ
れているという背景もありまして、県内全 24 市町村で「見守りネットワーク」が設置
されております。そこで未来本部としては、徳島県内の自治体の皆様に御協力いただき、
見守りネットワークの活動の充実・強化に向けた様々な実証を行い、好事例を発信して
おります。未設置の自治体の皆様におかれては、こうした事例も参考に、設置に向けて
御検討のほどよろしくお願いいたします。また、設置済みの自治体の皆様におかれまし
ても、活動のより一層の充実・強化に向けて、事例を参考に、積極的に取り組んでいた
だけますと幸いです。 
続いて「消費者向け食品ロス削減啓発」を御紹介いたします。食品ロスとは、本来食

べられるのに捨てられる食品のことを示し、食べ残しのほか、傷んでしまったり、賞味
期限や消費期限が切れていたなどの理由で捨てられたものも、食品ロスに含まれます。
日本では令和 2 年度推計で約 522 万 t の食品ロスを排出しており、これは世界中で飢
餓に苦しむ人々に向けた、世界の食糧支援量の約 1.2倍に相当します。このような状況
を受け、幅広い年代の消費者が食品ロスについて理解し、「我が事」として捉え、食品
ロス削減を意識して行動いただけるよう、未来本部では効果的な啓発方法の検証や、啓
発資材の開発を行っております。 
これまで家庭において食品ロス量の記録を行うことによる、食品ロスの削減効果を検

証する実証事業やスーパーマーケット、すなわち流通店舗をフィールドとした啓発活動、
また幼児及び保護者向けの啓発用絵本の作成などを行ってまいりました。 
具体的な取組として、2020 年度と 2021 年度に実施した「流通店舗をフィールドと

したデスクマット型ポスターを設置することによる普及啓発」について御紹介いたしま
す。 
まず、2020 年度には、流通店舗ではどのような形態の啓発物が最も消費者の目に留

まりやすいのかを確認するため、徳島県で実証を行いました。その結果として、商品を
袋に詰める際に利用する袋詰め用の台にデスクマット型ポスターを設置して啓発する
ことが有効である可能性が高いことが分かりました。これを受けて、2021 年度には、
デスクマット型ポスターを用いた啓発活動を、中国地方、四国地方の流通店舗にて実施
し、効果を検証いたしました。その結果、袋詰めの際に設置したポスターを見て、内容
も読んだとの回答率が約 50％近くになり、食品ロス削減の普及啓発に有効であること
が示唆されました。 
先ほど御紹介しました絵本や、流通店舗でのデスクマット型ポスターは消費者庁ウェ

ブサイトで公表しておりますので、御覧いただければ幸いです。また併せて、こうした
普及啓発活動について、食品ロスに限らず効果的だと考えられるものについて試行を進
めてまいりますので、自治体独自の取組を企画される際に、是非御参考にしていただけ
ればと思います。 
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次に、「消費生活センターの運営に関する四国 4県の比較」という研究を御紹介しま
す。消費者庁では、市町村における消費生活センターの設置促進に取り組んでおります
が、急速なデジタル化の進展に伴い、メールや SNS などの消費生活相談がデジタル化
していくことで、今後、市町村ごとに消費生活センターを設置する必要性が低下し、都
道府県や地域ブロックごとに設置するという論点が生じることも予想されます。その点、
香川県では県内 5ヶ所に県が運営する消費生活センターが設置され、県内の消費生活相
談を、県が主に引き受けているという体制が取られております。そこで、香川県の体制
と四国の他の 3県の実態を比較することにより、香川県の体制の有効性や懸念点を明ら
かにすることを目的として、消費生活センターの設置に関して、四国 4県全ての市町村
にヒアリング調査を行い、その結果の分析と、取りまとめを行っております。 
現在は分析中ですので、この場で結果の詳細をお伝えすることは難しいのですが、財

政面や人員面での課題や消費生活相談員の確保などの課題があり、また、市町村単位で
は消費生活センターの設置が難しい市町村での相談体制における工夫などが見られて
おりますので、こちらの結果を公表した際には、是非皆様の御参考になればと思ってお
ります。 
さて、最後になりますが、我々新未来創造戦略本部では今回御紹介した取組のほかに

も、徳島県などを実証フィールドとしたモデルプロジェクトや新しい課題などに関する
消費者政策研究を複数展開しているところです。取組について是非御参考にしていただ
くとともに、今後とも皆様と是非連携して取組を推進してまいれればと思っております
ので、是非これからもよろしくお願いいたします。本日は御清聴ありがとうございまし
た。 
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２．５ 消費者庁地方協力課による先進的モデル事業紹介 
 

 
御紹介にあずかりました消費者庁の増本と

申します。私からは二つ、見守り活動と、あと
先進的モデル事業の取組について御紹介しま
す。 
消費者庁では、消費者被害にあったら、消費

生活センターに相談するように御案内してい
ます。集まった相談情報をベースに作ったグラ
フがこちらになります。ピンクのところを御覧
ください。これは高齢者と障害者に関する相談
のデータになりますが、6割 7割のデータというのが、契約者が相談者と異なる、つま
り、本人以外から寄せられる相談が多いということが分かります。理由としては二つ考
えられます。 
まず一つ目に、本人の判断能力が衰えている点。二つ目に、そもそも被害に遭ってい

るということに気づいてない点。例えばですが、悪質事業者と仲良くなってしまったと
か、あとはそもそも消費者被害って何っていうことが考えられます。さらには悪質事業
者に情報が出回ってしまって、問題のある契約を何度も結んでしまうというケースもあ
ります。このように、高齢者、障害者の消費者被害の特徴というのは、問題が顕在化し
にくい、被害が深刻化してしまうということがあります。つまり、周囲の人たちの見守
り活動というのが非常に重要になってきます。 
そこで消費者庁では、消費者安全法に基づく、「見守りネットワーク」の設置を支援

しています。これは官民連携の取組でして、個人情報を共有しながら、高齢者、障害者
を見守ることを目的にしています。消費生活センター以外に、構成員の中には、行政で
言えば福祉部門の包括支援センターや警察、民間事業者だと、例えばインフラ企業の水
道ガス電気、金融機関などが挙げられます。  
この「見守りネットワーク」の最終的なゴールというのは、先ほど申し上げた、構成

員の日々の見守り活動の気づきであったりとか、消費者被害に関する情報というのを、
消費生活センターにつなげることにあります。官民連携のメリットを三つ挙げます。 
まず一つ目に、見守られるということに抵抗のある方は少なくありません。そこで既

に信頼関係が構築されている民間事業者さんに見守り活動をお願いすることによって、
効率的かつ効果的な見守り活動が展開できます。二つ目に、官民連携が進むことによっ
て、それぞれの得意分野が明確化し、分業が進むことで、自治体の負担が減ります。三
つ目に、地域貢献ということで、地域との繋がりを深められるチャンスになります。 
それでは二つ目のトピックのモデル事業の取組を御紹介します。この事業は、令和 2

年度から実施しておりまして、これまでに取り組んできた取組はこちらになります。消
費者庁のホームページで報告書を掲載しておりますので、是非御覧ください。令和 4年
度では、見守りも取組の一つになっています。詳細はこのあと登壇されます「とくし丸」
の佐藤様から御紹介いただければと思いますが、移動販売事業者の「とくし丸」のドラ
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イバーさんによる見守り活動を実践いたしました。これが実際の見守りの様子です。例
えば、お会計のときに声掛けを行っている様子が映されています。7 月から 12 月の間
に約 6,000件のヒアリングを行いまして、300件の被害の報告がありました。簡単にち
ょっと事例を御紹介したいと思います。奄美市の三つ目の事例を御覧ください。事前に
「とくし丸」のドライバーさんから話を聞いていたから、怪しい勧誘を断ることができ
たとか、八戸市の事例の一番上、過去に、もしかして問題がある契約を結んでしまった
かもしれないと「とくし丸」のドライバーさんに相談して、一緒に消費生活センターに
相談することになった。そういった報告が続々と上がってきました。この 1年間の取組
を振り返ってみますと、見守り活動だけではなく、消費者教育、更には普段これまで消
費生活センターに上がってこなかったであろう消費者被害の情報というのを、吸い上げ
ることができた。これは大きな成果だったと考えています。私からは以上になります。
御清聴ありがとうございました。 
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今、増本さんが素晴らしい発表して下さった

のですけれども、民間事業者として今回非常に
良い取組できたなというふうに結果的に思って
おります。なぜかというと、最後に消費者被害
の事例が出ていましたけれども、多分あれ見た
だけだと、皆さん、よくあるやつだと思うので
すよ。これは全然違います。これは何かという
と、我々は、そもそも表に出てこない情報を取
りに行くことができ、「あの人」って個別にそれ
が明確に特定できているのです。そういった方々から、直にその情報を得ることができ
て、かつ、そのお客様、その市民の方が自覚されてない消費者被害等を自覚していただ
き、予防することができた。これが非常に大きなところだと思っております。この後お
話するのは、じゃあ何で「とくし丸」がそれできたかということを話すのですけれども、
その前にまずは「とくし丸」がどういったことやっているのかというところをお話させ
ていただきたいと思います。 
「とくし丸」は 2012年この徳島で、開業をしました。今、県庁の上にいるのですけ

れども、あわわビルも見えますし、私が住んでいたマンションも見えますし、この近く
で私も住んでこの活動を 6年前から「オイシックス・ラ・大地」が「とくし丸」を買収
してから、私も現地に入って拡大させてきました。全国で現在 1,100台ちょっと走って
おります。月に 10台から 30台程度、日本全国で増えているという状態です。1台あた
り約 150 名のお客様。1日の売り上げは約 10 万円です。この 10 万円のうちの約 19％
が販売パートナーと呼ばれる個人事業主さんの収入になります。販売パートナーさんは、
ここからさらにガソリン代ですとか保険代ですとか、そういったものをお支払いしてい
きます。 
お客様の特性なのですが、お客様のほぼ全員が、高齢者です。特に 70 代後半の方々

が、後期高齢者と言われる方々がほとんどです。買い物難民向けのビジネスなのですが、
買い物難民の方々というのは、情報難民です。つまり、今周りで何が起きているかとい
うのをよく把握されてらっしゃらない、どちらかと言うとそういった情報をシャットダ
ウンする傾向があります。グラフを御覧いただくと、右肩上がりでずっと伸びているの
が現状です。 
流れなのですけれども、我々本部が全国のスーパーマーケットさんと御契約をさせて

いただいております。よく「とくし丸」が販売パートナーさんを雇用しているのでしょ
って思われるのですが、違います。我々はスーパーマーケットさんと御契約をし、その
スーパーマーケットさんがその地域の個人事業主さんと契約をしております。全国で
140社のスーパーと現在契約しております。1店舗 2店舗のローカルスーパーさんもあ
れば、この徳島の知名度ナンバーワンのキョーエーさん、そのようなスーパーもあれば
イトーヨーカ堂さんのような大手のスーパーさんも「とくし丸」を始めています。販売
パートナーさんから、このように商品が行くわけですけれども、販売パートナーさんの
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メリットは何か。販売代行なのですが、商品はその地域のスーパーマーケットさんのも
のだったら何でも持っていっていいという条件になっております。スーパーさんのメリ
ットは何なのというと、初期投資がほぼ無く、車も個人事業者さんが買ってくださいま
すし、その方々を雇用する必要もないわけですからリスクが非常に少ない。お金がかか
ることなく事業をスタートさせて、売り上げが全部一旦はスーパーさんに入りますから、
月間 250 万から 350 万の売り上げ貢献ができる。ただし販売パートナーさんが、売れ
残した商品の受け入れを、スーパーさんでちゃんとしてくださいねというのが条件にな
ります。販売パートナーさんのメリットは商品を何でも使うことができて、在庫リスク
がゼロ。行商さんのような仕事なのですけれども、在庫リスクがゼロというのが特徴で
す。原則、お客様のもとには週に 2回御訪問させていただいております。 
月木コース、火金コース、水土コースの 3 コースで、1 コースあたり 50 名のお客様

が、50 名 50 名 50 名で 150 名のお客様というのが、基本的な構成になっております。
必ず決まったエリア内を、決まったルートを回ります。これがお客様個人に対する見守
りにもなるのですが、警察のパトロールと全く同じ防犯パトロールになっています。決
まったコースを回るわけですから、仕組み的には赤帽さんに似ているのですけれども、
個人事業者さんが回られるというところで、我々全員が仲間になるのです。決まったエ
リアだけをちゃんと線引きされたところの中で走るわけですから、自分の成功体験はみ
んなの成功体験になりますし、自分の失敗はみんなが失敗しないようにと、情報共有す
ることなどで、売り上げがどんどんと上がっていくという仕組みになっております。 
パートナーさんは、始められる方々は、正義感が強い。自分が儲かるということもち

ろん大切なのですけれども、何か地域に貢献したいという思いが必ずある方々が、名乗
りを上げてくださっています。 
ただし、この販売パートナーさんの面接には、我々「とくし丸」の面接と、スーパー

様の面接があって極めて厳しいハードルを設けさせていただいております。なぜならば、
高齢者の元に、お 1人で「とくし丸」と、地元スーパーさんの看板を背負って行かせる
わけですから、本当にその人は大丈夫なのかと、いうことをしっかりと面接等で見極め
させていただいております。朝の販売パートナーさんの仕事は非常にハードです。収入
的には地方でいうと、もしかするといいのかもしれないですが、生半可な気持ちだと本
当にできないです。雨だろうが雪だろうがどんな天候でも、今日待っている 50 名のお
ばあちゃんのもとに商品お届けする。その商品をお届けしなかったら、3日間、そのお
ばあちゃんはもしかして食べるものがないかもしれない。そういったところに、連日御
訪問をさせていただいております。大体 7時半から 10時ぐらいまで積み込み作業、こ
れは今日行くおばあちゃんのことを思い浮かべながら、商品のピッキングをし、10 時
から 5時まで販売をして回って、5時半頃帰着し、会計、掃除等をやって 6時 7時ぐら
いに帰るというような、スケジュールになっております。 
ここが、今回「とくし丸」が「見守りネットワーク」の中で民間事業者として、情報

を集めることができた理由になります。週に一、二回必ず顔を合わせ、言葉を交わしつ
つ販売をしております。先ほど増本さんが「誰も見守られたくない」というお話をして
おりました。本当にその通りで、御自身で考えれば分かると思うのですけども、見守ら
れたくないですよね。好きに生かさせてってなりますよね。でも、我々は高齢者になっ
たことないから分からないのですよね、その気持ちが。それで一方的に、おばあちゃん
大丈夫？などと行くと、構わないでよってなるのです。「とくし丸」は見守りが主な仕
事ではないです。我々は、お買い物というもののサービスを提供する事業者ですし、お
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客様もそのつもりで我々と接してくださっています。でも、見守りができてしまってい
る。なぜならば、お客様と対面し会話をしているから。今日こういったときでも、今 1,000
台が走っていて、おばあちゃんのもとを回っていて、月に数件、救急車を呼ぶ、お亡く
なりになられているということの、第 1発見者になるケースがございます。なぜそれが
できるか、会話をしているときに、ちょっとよだれが垂れているとか、コミュニケーシ
ョンがちょっとままならないですとか、気付くわけです。あとはもう最近なんかちょっ
と痩せているのではないかと。こういったことが販売パートナーさんは知ることができ
ます。 
ただ、販売パートナーさんは、我々「とくし丸」の事業を通じて、御商売をされてい

らっしゃるわけですから、特にお客様の健康状態を把握しなさいですとか、消費者被害
を把握しなさいということがミッションに入っていなかったのです。ですから、そうい
ったことを我々もお伝えをしてきませんでした。ただ今回の「見守りネットワーク」の
事業というのは、これを事業として取り組むわけですから、積極的に情報を取りに行き
なさいということで、販売パートナーさんにはこの商売をしている時、特にお買い物の
最中でお会計をするタイミングが、一番間が空く時なので、その時にチラシを渡しなが
ら「そういえばね。この 1週間でこの付近でこういった被害が増えているのだけど、こ
の 1週間の間に知らない人からの電話や知らない人の訪問なかった？」と、何気なく聞
くのです。そうすると、「いや大丈夫よ」ですとか、「いや、そう言えば」ですとか、
言ってくださる。何で言ってくださるのかというと、冒頭にお伝えしたように、週に 2
回、人によっては御家族よりも、販売パートナーさんがお会いをさせていただいている。
ものすごく近い距離の人間だから、そういった情報を販売パートナーさんになら、伝え
てくださる。ということで情報を収集することができました。 
これは我々のお客様の、皆さんがこういうわけではないのですけれども、こういった

お客様が多いです。75 歳を過ぎて旦那様が亡くなられて。余談ですけども、あの男性
のお客さんもほとんどいないのです。なぜかというと、多分なのですけれども、私もお
じいちゃんなったことがないから分からないのですが、みんな頑固で、プライドが高い
のです。男は多分。だから、誰かの世話になるっていうのが本当嫌なのだと思います。
でも、おばあちゃんはかわいいのですよね。そんなの気にせずにガンガン使いたいもの
を使うし、我々を利用してくださる。なので是非、男の、特に行政の方々、堅い方が多
いので、かわいいおじいちゃんを目指しましょうというところで「とくし丸」のお客様
にどんどんなってください。これまでは御夫婦で、もちろん出てこられるケースもあり
まして、旦那さんの悪口とか言いながらやっていたのですけど、旦那さんが亡くなられ
る。そうするとおばあちゃんも旦那様のために食事を作っていた。そのやりがいがなく
なってしまう。そうすると私の分だったらいいわ、ということで食事がおろそかになっ
ていく。そうすると食事を取らなくなるわけですから、筋力も衰えていく。そうすると、
家から出なくなる。孤立する。この悪循環が、今起きている。 
「とくし丸」という会社は買い物難民向けのサービスとして始まりましたが、今我々

はそこからもっとやるべきことあるねと、こういうふうに感じております。「オイシッ
クス・ラ・大地」という会社が、社会課題を解決、ビジネスで解決する会社、難題に取
り組んでいく会社なのですけども、我々も買い物弱者、買い物難民だけじゃなくて、高
齢者の課題を解決しにいこうと。高齢者の課題の中にはもちろん消費被害もあります。
消費者の中には高齢者も含まれます。ということで、我々は、現在はスーパーにある食
品をお届けするというサービスをさせていただいておりますが、今後はさらに踏み込ん
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だお客様のサービスというものもしていこうというふうに考えております。 
まとめますと、我々がなぜ今回の「見守りネットワーク」に取り組んだか、消費者庁

さんは非常に良い箱を作ってくださいました。ただ課題は、作った人と、運用する人が
違うということです。運用するのは自治体さんです。今回ちょっと面白かったのが自治
体さんに、我々見守り協定というのを締結している自治体さんが多いので、今度消費者
庁さんとこういうことやるのだけど、協力してくださいよって言ったら、いやだって言
われたのです。「何でですか？」って聞いたら、「面倒くさいから」と。よく分かりま
すと。私も面倒くさいと思っていました。でもこれすごい良いですよと。民間事業者と
しても、非常にいいと思いますと。個人情報のやりとりが、このネットワークに入れば
できるわけですから。今、自治体さんと締結している見守り協定って、もう形骸化しち
ゃっているのです。別に悪口じゃないですけど。徳島市と、我々すぐそこにある「とく
し丸」の本社の間でも、月に１回程度「こういう事案がありますよ」とメールが来てい
るらしいのですけれども、さっきうちの事務の女性に「じゃあそれに対して何か反応し
ているの？」と言ったら「いや何もしてない」と。何なのっていう話ですよね。この「見
守りネットワーク」というのは、形骸化されずに実際に活用できるネットワークだとい
うことです。我々が今回個人情報でお客様の情報が分かったことが、しっかりと自治体
さんにも伝えられるし、これでもし、いつも回っているヤクルトさんですとか、ヤマト
さんとかと情報共有することができたら、楽ですよね。あそこのおばあちゃん、ちょっ
と気をつけようとか、これが見守り。これは民間事業者ができることです。民間事業者
ができることは、民間事業者が実施し、そしてそれができないことを初めて自治体さん
がやる。この線引きというのを、是非一緒にやらせていただきたいなというふうに思っ
ております。御清聴ありがとうございました。 
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２．６ 徳島県による消費者行政に関する取組説明 
 

 
ただいま御紹介にあずかりました、徳島県消

費者政策課の島田でございます。私から「徳島
県における消費者行政の推進」と題しまして御
説明をさせていただきます。よろしくお願いい
たします。 
こちら（表紙）の写真は、昨年の 10月 25日、

海外からエシカル消費トップリーダーの方々
等を徳島県にお招きし開催しました「とくしま
国際消費者フォーラム 2022」でございます。 
それでは、初めに、消費者市民社会の構築をめざす本県の取組について、ダイジェス

ト動画を御覧ください。 
 
（動画） 
 
本日の内容でございます。本日は徳島県の消費者政策の中から、エシカル消費と消費

者教育の取組を中心に説明をさせていただきます。 
初めに、エシカル消費の推進についてです。徳島県は平成 30 年 10 月に全国で初め

て、県議会の御提案で、「徳島県消費者市民社会の構築に関する条例」、通称「エシカ
ル条例」が制定されました。本県では、この条例の理念に基づきまして、産学官が一体
となり、県を挙げて、エシカル消費の普及に向けて取り組んでおります。学校教育現場
におきましては、県内全ての公立高校に、各校の特色を生かして、エシカル消費の研究・
実践に取り組む「エシカルクラブ」が設置されております。昨年度からは、学校の垣根
を越えて、意欲ある生徒が集まって、「とくしま・エシカル高校生委員会」が結成され、
県内全域をフィールドにエシカル消費の推進に向けて主体的に活動をしております。 
地域事業者と連携した取組としては、エシカル消費を実践する事業者や団体等から

「エシカル消費自主宣言」を募集して、広く発信をしております。現在宣言事業者は 58
者でございます。また、エシカル消費の推進母体となる「とくしまエシカル消費推進会
議」の設置や、「とくしまエシカルアワード」を創設し、エシカル消費の普及推進に顕
著な功績のあった者を表彰することで、意識の高揚を図っております。 
このような取組の結果、徳島県におけるエシカル消費の認知度は、令和 3年度は 53. 

9％、2人に 1人は知っているという状況になりました。全国平均は、令和 4年度、26.9％
でございましたので、高い数字となっております。 
徳島県では、エシカル消費の場を全国に広げる事業を展開しております。最も大きな

ものは、「エシカル甲子園」です。全国から高校生等が徳島県に集い、若者ならではの
感性やアイデアによる実践を発信しております。昨年 12 月 27 日に開催した、第 4 回
目となる「エシカル甲子園」には全国から 76 校に参加申込をいただきました。本選で

明 
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は、厳正な審査を経て選出された 12 校による発表が行われました。私も当日、高校生
の発表を聞かせていただきましたが、各校の熱い思いの伝わる取組発表に感動し、この
活動が未来に繋がっていることに大変期待を感じました。 
また、消費者志向経営やエシカル消費をテーマに毎年シンポジウムを開催しておりま

す。今年度は、エシカル消費の衣食住の「衣」の視点であるサステナブルファッション
を広く知っていただきたいとの思いから、「今すぐ始める！サステナブルファッション」
等と題し、県内の高校生、大学生、エシカル消費自主宣言事業者の方々に、企画の段階
から御協力をいただき、講演や特設ブースでの展示、古着のアレンジやリメイク、本県
の伝統産業であります、藍染め等のサステナブルファッションショーを実施し、メディ
ア等にも多く取り上げていただきました。今後こちらのシンポジウムは、オンデマンド
配信をいたしますので、是非御覧ください。 
次に、全世代に向けた消費者教育について説明いたします。徳島県では、成年年齢引

下げを見据え、平成 29 年度から消費者庁作成教材「社会への扉」を活用した授業を、
県内全ての公立、私立、特別支援学校等で実施しました。また、発達段階に応じた消費
者教育を実施するにあたり、平成 30 年度には中学生向け消費者教育教材、令和元年度
には、小学生向け消費者教育教材、令和 2年度には、GIGA スクール構想で整備された
タブレット端末で活用でき、クイズや動画でエシカル消費等の取組から SDGs が学べ
るデジタル教材を作成いたしました。県作成のこれらの三つの教材は、消費者教育教材
資料表彰において 3年連続の優秀賞をいただくことができました。 
それでは令和 2年度作成の徳島版 SDGs教材の紹介動画を御覧ください。 

（動画） 
県作成教材は、県のホームページに掲載しておりまして、県外からも利用についての

問い合わせをいただいています。どなたでも自由に御活用していただけますので、是非
御活用ください。昨年度は、成年年齢引下げの前年度であり、啓発動画の映画館での幕
間の上映や、ポスター、チラシ、タウン誌での情報発信などの一斉キャンペーンを実施
しました。また学校現場では、消費者庁作成教材の活用を始め、成年年齢引下げをテー
マとした出前授業を県内公立高校において実施しました。 
さらに、老人クラブからの高齢者向け教材が欲しいとの現場の声に応えまして、県独

自に、高齢者向け教材を作成いたしました。こちらの教材の紹介動画を御覧ください。 
（動画） 
こちらの教材は、高齢者が安全安心にインターネットを利用するための注意点を学ぶ

ことができる教材で、五つのテーマごとに 5分程度のドラマとカスタマイズ可能なパワ
ーポイントのスライド教材がございます。こちらの教材も県ホームページに掲載してお
りますので、是非御活用ください。今年度は、若年者向け教育で培ったノウハウを生か
しまして、全世代に向けた消費者教育を推進しております。若年者に向けては、成年年
齢引下げ後の消費者トラブル防止に向けまして、若者が目にするインスタグラム等によ
るターゲティング広告を実施いたしまして、県の成年年齢引下げ特設ウェブサイトへの
誘導、成人に向けては、隙間時間に気軽に学べる消費生活シミュレーション教材の開発
に取り組んでおります。高齢者に向けましては、先ほど紹介させていただいた高齢者向
けのデジタル教材と合わせて繰り返し学習できるような漫画教材を作成いたしました。 

DX の実装による消費者政策の展開でございます。県の消費者情報センターは、令和
3年 11月に JR徳島駅前のアミコビルにリニューアルオープンいたしました。大型 4 K
モニターでの啓発など、情報発信機能の充実を図っております。また、リニューアルオ
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ープンを機に、令和元年度、令和 2年度に消費者庁新未来創造戦略本部と連携し実施い
たしました、SNS を活用した消費生活相談の実証事業を踏まえまして、県事業として
は全国初めてとなる、LINEを活用した消費生活相談を導入いたしました。 
次に、オンラインを活用した世界との交流についてです。令和元年度に「G20消費者

政策国際会合」が徳島県で開催され、38 の国や地域、国際機関の関係者が参加されま
した。このレガシーを継承し、さらに発展させるために、コロナ禍であってもオンライ
ンを活用して、G20の翌年からずっと「とくしま国際消費者フォーラム」を開催してま
いりました。また昨年度からは、徳島県内の大学生と ASEAN 諸国の大学生によるオン
ライン交流を実施しております。本年度は、未来に繋げる消費の実践をテーマに意見交
換を行っており、今後その成果をガイドブックに取りまとめまして、SDGs 実践策とし
て国内外に広く発信することとしております。 
本年度の「とくしま国際消費者フォーラム」は、昨年 10月に開催いたしました。G20

以来 3年ぶりに各国からお招きをいたしまして、エシカル消費トップリーダーによるセ
ッション、ASEAN 諸国の若者と県内の高校生、大学生による「未来セッション」等を
行いました。今後フォーラムは、オンデマンド配信をいたしますので、是非御覧くださ
い。 
最後に、徳島県が取り組む消費者政策の地方創生上の効果について紹介したいと思い

ます。徳島県では、消費者庁新未来創造戦略本部と連携いたしまして、消費者政策を積
極的に展開しております。（別紙資料） 
「住んでみたいまちづくり」では、「見守りネットワーク」やエシカル消費の推進に

よる「安全・安心で持続可能なまち」の構築を、「新たな人の流れづくり」では、消費
者庁新未来創造戦略本部の開設による雇用の創出や、国際会議の本県開催による徳島へ
の「人・情報・価値の流れ」の創出につなげています。 
「魅力的な仕事づくり」では、全国トップクラスの消費者志向自主宣言事業者の拡大

やコンプライアンスを重視し、働きやすい職場作りに資する公益通報者保護制度の率先
導入により、若者があこがれ、働いてみたい「企業や職場」を創出し、「子育て環境づ
くり」では、発達段階に応じた消費者教育やエシカル甲子園の開催等によるデジタル社
会における「自立した消費者」の育成に取り組んでいます。 
これからも徳島ならではの消費者政策の推進により、安全安心な暮らしを県民の皆様

に御提供し、地方創生の実現にもつなげてまいりたいと考えております。御清聴ありが
とうございました。 
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２．７ 座談会 
 

 
四国大学の加渡でございます。今日は、「考えよう、

これからの消費者行政、自治体の今を知り、学び、そ
して生かす」をテーマとしたフォーラムでございま
す。消費者行政の発展、このためには、地域の多様な
主体の連携が欠かせません。なかでも消費者が積極的に意見を発信することが大変重要
となってまいります。そこで、この座談会では、消費者の立場から意見をどんどん発信
していただこうと思っております。まず自治体の今を知るということで、この前のパー
トで三つの県と、消費者庁から取組を御紹介いただきました。 
そこで徳島県消費者協会の佐野会長、お取組をお聞きいただきまして、どのような感

想をお持ちでしょうか。 
 
■座談会（佐野様） 
いろいろな御講演いただきましてありがと

うございます。まず石川県の方の御発表でござ
いまして、いろいろと消費者教育を頑張ってお
られるということで、また新たな視点からの教
育だなというふうにも感じた次第でございま
す。 
それから、「とくし丸」の方のお話もござい

まして、私もちょっと以前から少しは気になっ
ていたのですけれども、消費者安全確保地域協
議会いわゆる「見守りネットワーク」でございますけれども、地域によりまして、ちょ
っと温度差があるのではないかなっていうふうな考えをもっております。徳島県でも県
下で全て「見守りネットワーク」できているってことなのですけれども、その取り組み
方っていいますか、それがまた少しずつ違っているのではないかというふうに感じてお
ります。「とくし丸」の方のお話で、形骸化されずに運用されるべきでないかっていう
お話がございましたけれども、私も常々そういうふうな形で考えているところでござい
まして、一応個人情報が共有できるっていうところがございまして、市とか町によりま
して、その構成メンバーも異なっていると思っております。熱心に頑張っているところ
と、ある程度したらちょっとどっかで止まっているような形のネットワークもあるので
はないかなというふうに感じておりまして、先ほどの情報が一つ入ったときにそれが繋
がらずに止まっているっていうようなお話でございましたので、もうこれは是非とも同
じような被害に遭わないようにということで、その情報が十分にいかせるような仕組み
といいますか、それぞれの市と町によりまして、それが十分いかせるところと、いかさ
れてないところがあると思って、少しちょっと残念な気がしております。年間に何回か
は顔合わせといいますか、それぞれの学習会といいますか、何か会議が持たれていると
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思いますので、その場でそれぞれ取組の素晴らしいところをお互い見習いながら、発展
をさせていただけたらと思っているところでございまして、ただ構成メンバーにつきま
しても当然入っていただけている方が運用的にもいいなと思う団体でも、入ってない町
とか市もございますので、常々その意見交換等を通じて、よりよいネットワークができ
るようにということを目指していただければと思っているところでございます。以上で
ございます。 
■座談会（加渡様） 
ありがとうございました。地域の「見守りネットワーク」にはその地域の特性を生か

した構成、そして運用が必要ではないかという御提言をいただきました。今日は、若い
世代の消費者 2人をお迎えしております。 
まずお一方目、明治学院大学 稲田さんどのような感想をお持ちになりましたでしょ

うか。 
■座談会（稲田様） 
明治学院大学大学院の稲田と申します。ま

ず、様々な取組事例について紹介説明いただき
ありがとうございました。具体的にどういう取
組をしているのかってことに関しては、全然、
自分は全く知らなかったので、そういうことを
知れたっていうのは大変勉強になりました。あ
りがとうございます。その上で特に消費者教育
に関してなんですけれども、やはり、まだまだ、
なかなか進まないところがあるのか、あるいは
もっと進めていく必要があるのかなっていうのを感じておりまして、例えば「188」っ
ていうホットラインがあると思いますけども、おそらくほとんどが知らないのではない
かなという。消費者庁の令和元年の調査でも、確か 1割未満だったと思うので。その番
号は、やはり最初の入り口だと思うのですよね、どこに相談したらいいかという。それ
っていうのはおそらく 110 番とか 119 番とかと同じで、そういったものは、仮に小学
生とかも知っているわけですけども、「188」っていうのは、なかなか知らないってい
うので、それに合わせて 18 歳の成人年齢が引き下がるっていうことで、そこにスポッ
トを当てた教育っていうこともあると思うのですけれども、やはりもっと年齢を落とし
ていく必要もあるのかなって感じております。例えば小学生とかもスマホを持ってイン
ターネットをやって、通販したり、動画見たり SNS を利用したりっていう面があると
思うのですよ。それは非常に一般的になっていると。そうなってくるともっと年齢を落
とした教育っていうのも、これから推進していく必要があるのじゃないかなって感じま
した。 
「見守りネットワーク」に関しても、先ほど佐野さんがおっしゃったようにやはり地

域で結構差が出てしまっているのかなって。もちろんその地域に合わせた対応、取組っ
ていうことなのですけれども、それは逆に言えば、やはり差が出てきてしまう、熱心に
取り組んでいる所、取り組んでない所っていう面も出てきてしまうと思うのですよね。
そういうところをどうにかしていかなきゃいけないのだろうなっていうふうに聞いて
感じました。以上です。 
■座談会（加渡様） 
ありがとうございます。稲田さんの周りで「188（いやや）」ってあまり知られてな
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いですか？ 
■座談会（稲田様） 
そうですね。実はクレカの不正利用にあったっていう友達がいて、どうしたらいいっ

て聞いてきて。普通の契約取引と違って、クレジットカードの法律とかも含めると実は
ちょっと面倒くさいんですよね。ですので「188に聞いたらいいんじゃない？」って自
分は助言しましたけれども、やっぱそれぐらい、なかなか認知度っていうのは低いのか
なって印象は、感じていますね。 
■座談会（加渡様） 
ありがとうございます。 
やっぱり消費者教育をもう少し、小さな頃からスタートしなければいけないのではな

いかという御提言でした。続いて四国大学の櫛田さん、いかがでしょうか。 
■座談会（櫛田様） 
四国大学学生の櫛田です。私が取組事例を聞

いて感じたことは二つあります。 
一つ目は、コロナ禍によって若者がスマホな

どを視聴する時間が増えたと思いますが、スマ
ホを視聴する時間が増えたことによって、消費
者被害に遭いやすくなった可能性が高いのか
なと思います。 
二つ目は、過疎化の拡大や限界集落の増加な

どによって地方では、地域間交流が少なくなっ
てきたと感じているのですが、コミュニケーションをとるといった意味で、消費者庁の
「見守りネットワーク」や「とくし丸」の活動はとても有効的であると感じました。以
上です。 
■座談会（加渡様） 
はいありがとうございます。 
櫛田さん、大学生の生活と消費者問題って関係あると思っていましたか？ 

■座談会（櫛田様） 
正直なところ高齢者の方々と関係があると思っていました。 

■座談会（加渡様） 
あまり自分のことではないのかなっていう感想でしたか？ 

■座談会（櫛田様） 
はい。 

■座談会（加渡様） 
ありがとうございます。稲田さんどうでしょう、御自身の大学生活と消費者問題って

関係あると思っていましたか？ 
■座談会（稲田様） 
自分は逆に結構身近に感じた部分がありまして、これは大学でも一部マルチの勧誘と

いいますか、そういったこともあったり、怪しいサークル等の勧誘とかっていうので、
結構身近に感じる部分もありましたね。 
■座談会（加渡様） 
ありがとうございます。 
では、次に「とくし丸」の佐藤さんにお伺いいたします。いろいろな自治体の取組を
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御覧いただきましてどのような感想をお持ちでしょう。 
■座談会（佐藤様） 
非常に素晴らしいって本当に思いました。特

に最初のラップでというなんてものすごく面
白くて、逆にそれを真面目にお伝えしている姿
を見てすごくシュールな姿だと思い、ちょっと
笑ってしまったのですけども、取組自体すごい
なと。 
ただ、それがちゃんとレビューされて、評価

されて、改善されて、横展開ができているのか
なっていったら、なんか作って終わりだとすご
くもったいないなって。せっかくいいものだったら、さらにブラッシュアップして、そ
れを世界に発信していくっていう、これは国の仕事だなと思うのですけど、それをやれ
ば日本ってすごいねになると思うのですよね。高齢者、先進国の日本がすごい取組をや
っているねってなれば、何か目が変わるのにな、すごく良い発表たくさんあるなってい
うことにちょっと驚きました。それが一つ。 
もう一つは、何か「SDGs の」とか「エシカルなやつ」って僕もよく分かります。何

かちょっと違和感あるなと思ったのが、例えば僕はサーフィンをやるし、山遊びもする
のですけど、彼らって、ものすごいエシカルなのですよね。ゴミは拾うし、ゴミを絶対
残さないし、それを普段の生活から意識しているし。それなぜかと言ったら自分が遊ぶ
場所が汚れるのが嫌だからなのですよね。SDGsはいいのだけれどもそれ目的になっち
ゃうと、なんか違うな。なんか逆に「ださいな」って思っちゃったのですよね。じゃな
くてこの美しい徳島の、海、山、川を「どうすれば次世代残せるのか」「どうすれば僕
たちが楽しめるのか」っていうのを、まず「なぜ」の部分があって、そこから SDGs や
ろうよって繋がってくるとすごく腹落ちするなっていうのは思いました。この二つを感
じました。 
■座談会（加渡様） 
今すごく大事なキーワードをおっしゃってくださいました。SDGsとか、エシカルの

言葉だけが前に出るのではなくて、なぜなんだろうっていうことを、まずは自分が考え
て納得して、そこから一歩アクションをして「My SDGs」「Myエシカル」の実践をし
なければいけないということですね。 
非常に大事な視点をいただいたと思います。続いてもう一つ佐藤さんにお伺いしたい

のですが、やはり地域の高齢化ですとかコミュニティの希薄化というのが、どんどん進
んでいっています。その中で、官民連携した見守りのモデル事業に取り組まれてきたわ
けですが、実際にこのモデル事業をなさってみて、どのようなことを感じて、またどの
ようなことをこれから期待したいと思われますか。 
■座談会（佐藤様） 
これも結論から言うとすごくいい経験とか、すごい面白かったのです。なんでかとい

うと、やっぱり僕もどちらかというとあんまり携わられたくない領域だったのですけど
も、なんでそう思っていたかっていうとやっぱり縦割りなのですよね。「とくし丸」は
本部そこですけど、毎日ものすごい電話かかってくるのですよ。クレームの電話もかか
ってくれば、ここに来て欲しいっていう、全国からやってくる。そこに自治体さんとか
から、いろいろかかってくる。ごめんなさい。たくさんの連絡が自治体さんから来てい
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ただくのは構わないのですけれども、ただ、なんかこう、同じ市なのに違うところから
電話かかってくるとかですね。でも同じこと聞かれていますよね。さっき答えたような
ということがある。これは消費者庁さんもそうだし、警視庁のところもそうなのですよ
ね。本庁から来ることもあれば、各署から来ることもあって、この縦割りどうにかなら
ないのかなっていうのは考えました。この話をすると皆さんその課題意識を持っていら
っしゃる。 
私が提案したいことなのですけれども、実際、今回、松本市さんで動いていただいて

いるのですが、もう「横串を刺しましょうよ」と。皆さんそれ自覚ありますよねって、
みんな縦割りの自覚あるのですよ。自覚あるのによくないのは、そのままにしているこ
と。課題があるのに、なぜそれを解決しようとしないのだっていうことですよね。ここ
に私は一番の課題意識を持っていまして、行政の方々もそこ分かっているのだったら、
情報をそこだけ留めるのではなく、横串刺して共有するものがあるといいだろうなとい
うふうに思いました。 
■座談会（加渡様） 
ありがとうございます。皆さん、これではいけないな、縦割りはいけないと気づいて

いらっしゃるのですよね。でも、そのままブスッと横串が通るまでにまだいかないとい
うところですか？ 
■座談会（佐藤様） 
二言目に出てくるのが「難しい」なんですよね。僕は自分の辞書から「難しい」をな

くして、難しいという言葉を使わないようにしているのです。なぜならば、難しいから
僕らがいるわけですよね。難しい問題を解決するために僕らが動いているわけだし、こ
ういう会合をやっているのだから、難しいって言葉を使うなよと。発想ができるのだっ
たら、それをまずやりましょう。やろうとすると責任がみたいなのですけど、その時は
僕が責任取りますって皆さん言ってくださいと。だってどうせ責任取らされないですか
ら。それで前に進むのだったら進めばいいんですよ。違ったら修正していけばいいと思
っています。 
■座談会（加渡様） 
なるほど、だから表に出てこない情報を「とくし丸」さんはこちらから取りに行く。

そして自覚していない被害を、それ被害ですよっていうふうに予防をする。これができ
たというお話ですよね。 
■座談会（佐藤様） 
余計なおせっかいなのかもしれないですけれども、今、一周回ってもう 1回必要なの

かもしれないですよね。そういうコミュニケーション、コミュニティというものが。 
■座談会（加渡様） 
そうですね。やっぱり消費者問題・消費者行政、詮ずるところ、つまるところ、その

ベースはコミュニケーションであるということは間違いないと思うのですが、そこでも
う一度消費者の皆さんに、お伺いいたしましょう。 
消費者のお立場から行政の皆さんに、もう少しこういうことをお願いできないだろう

か、こういうことを期待したいのだけどという、生のリクエストをいただきたいのです
が、佐野会長いかがでしょうか。 
■座談会（佐野様） 
これは直接消費者といいますか、いろんな分野に関連してくると思うのですけれども、

先日、有機農業フェアっていうのに出させていただきまして、今有機の食品がなかなか
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普及できないということもございまして、今日の消費者教育なんか見ておりますと、い
ろんなアイデアを使って学校とかに周知をしながら、若年者の成年年齢の引下げにつき
ましても、教育を進めているっていうお話もございましたので、やはり有機農業とかに
つきましても、やっぱり行政がある程度の広報とか啓発などに力を入れて、広げていく
っていうのは、地球環境を守る上でもすごく素晴らしいことだと思いますので、そうい
うことにも力を入れていただけたらと思っているところでございます。 
それと消費者庁さんの方で、一昨年ぐらいに災害用の備蓄品につきましての調査をし

ていた時期があったと思います。それで地方公共団体ですとか、大きな企業さんになり
ますと、たくさんそういう備蓄品を抱えていらっしゃると思うのです。それがそのまま
期限を過ぎると、食品ロスになるということでございます。そこで、それを有効活用し
ようっていう考えがございまして、そこで実験的なことをやろうということで、新聞に
もそのアンケート調査とかやっているっていうのが、食品を一般の方に提供してどうな
るかって味とかを見てもらったり、とかいう記事が載った時期もあったと思っておりま
す。それでこれはもう全国で大量になると思いますので、この場合には食品ロスになる
かならないかっていうところで、その備蓄品を、検査をしてもう少し賞味期限を延ばし
てその間に、使っていただく方に配ろうとかいうふうな案だったと思うのですけれども、
食品の検査にかかる費用それから廃棄する費用、それがそんなに違わなくて同じような
ぐらいの金額とかで処分できる処理できるっていうふうなお話あったようにちょっと
微かに記憶しています。だとすると、やはり賞味期限を延ばすための検査をして、それ
を、安心食品として使うそれもいいと思うのですけれども、賞味期限の捉え方もいろい
ろ悪い習慣をなくそうとかいうこともございまして、考え方が変わってきていると思う
のです。その中で、賞味期限の少し前に公共団体とか、企業さんからいただいて、それ
を困窮者とか、必要な方に配っていくと。検査をせずにいただいてから 2ヶ月ぐらいで
配って食べていただくというふうな、その手間をかけないと言うと変ですけれども、そ
ういうちょっと別のやり方でも個人的にいいのではないかなという気もしております。 
あるいは検査をして、少し時期を、賞味期限を延ばして、その間に皆さん使える方に

使っていただくっていう、それもやはり食品ロスをなくすという点からは有効だと思い
ますので、昨年はこういう事業関係は耳にしなかったのですけれども、またこれから将
来的に取り組んでいただけたらありがたいと思っております。以上でございます。 
■座談会（加渡様） 
ありがとうございます。やはり消費者としては非常に昨今、食に対する関心が強くな

っております。 
それは食を、食べるということ視点で見ますと、食品ロス。様々な段階で発生する食

品ロスに関しても関心が高い。それを何とか社会全体としてできないだろうかという御
提案でございました。 
さあ、稲田さんいかがでしょう。何か期待することありますか。 

■座談会（稲田様） 
まず一つはお話を聞いていて思ったのは、やはりその各自治体によって取組姿勢とか

取り組み方が違うので、もっと連携とか共有とかってできないのかなって。進めてきた
ら、多分またそこから各法政策とかにも生かせると思うのですよね。消費者に近いって
いうところでは、一番の現場というのがある種、地方公共団体だと思うので、そういっ
たところを進めていくと、各地域まんべんなく対応できるのかな、なんて思ったのが一
つと、消費者教育に関しては、もういっそのこと抜本的に何かもう授業の科目として作
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っちゃえばいいのになんて個人的に思っていまして、例えば商業高校の科目で確かそん
な感じのがあったと思うのですよね。経済活動と法とかいう科目が、そこで取り扱って
いる様にもっとこう、抜本的に根本的に汎用性高いのを教育にがっつり組み込められれ
ば、当然文科省とかっていう話にもなると思うのですけども、それができたら理想なの
かな、なんて思っております。以上です。 
■座談会（加渡様） 
ありがとうございます。もう消費者教育、ズバリその科目を作ってしまおう。その御

提案ですね、なかなかダイナミックですけど一番芯をついているかもしれないです。櫛
田さんいかがでしょう。 
■座談会（櫛田様） 
私はこのようなフォーラムが今後定期的に開催されるようになったらいいと思いま

す。各自治体が、今日発表されたような取組をしていることを私自身知らなかったです
し、消費者庁もこのような様々な取組をしていることを知らなかったので、このような
機会があると受身ではなく積極的に私達も参加して、意欲的に学べる事ができるのでは
ないかなと思います。 
また先ほど稲田さんの話にもあったように、私は高校のとき倫理を、公民の受験科目

としてとっていたため、政治経済や現代社会のような科目はあまり勉強してこなかった
のですが、そのような人にも、積極的な学べる機会、つまり稲田さんがさっきおっしゃ
られたような教科作りは大切だと思います。以上です。 
■座談会（加渡様） 
これからこういうフォーラムなどがあったら、櫛田さん参加したいですか？ 

■座談会（櫛田様） 
はい。参加したいです。 

■座談会（加渡様） 
やっぱりもっともっと若者向けのイベントを増やしてほしいという御意見がござい

ました。とくし丸の佐藤さんいかがでしょうか。 
■座談会（佐藤様） 
松本市さんとやっているときに、民間事業者に何をお願いしていいとか、どういうい

うふうにお願いをしていいか分からないという御相談がありました。逆に私からは、何
をお願いしようとしているかが分かりませんって答えたのです。ですからそれは、受け
手側が判断することなので、何か民間事業者と連携をしてやりたいことがあるなら、ま
ずは投げかけですね。それで民間事業者が断るケースがいくつかあるのですけれども、
それが何かっていうと、やっぱりなぜの部分が分からないからなのですよね。 
このチラシ配ってきてって言われたら、それは何のためにというのがあるのですけど

も、その「何のために」がない状態で渡されると、いやいやこんな字だらけの電話番号
だらけのもの、おばあちゃんに渡しちゃって捨てられるだけですよ。でもこれが今回の
取組のように、一緒にやりましょうよってなると、こっちもはっきりものを言えるし、
自治体さんからも、屈託のない意見がいただけるし、だから、何かお願いする、される
というよりかは、一緒にこの地域をよくしていきましょうよを、真剣に考える時間を作
る。その場は本当に言葉がちょっと良くないですが、「ぶっちゃけ」ですよね。「ぶっ
ちゃけどう思うの」っていうのを、し合わないと表面の良い、綺麗な言葉だけが続いて
いって、なんとなくその場は良いことしたって気分になるのですけども、何も変わって
ないっていう。やはり具体的なゴール設定をきっちりとして、そこに向かって、官と民
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で一緒に方向を見定めて進んでいく。そのためには官として、民に対して言いたいこと
を言う、民は官に対して、じゃあそこの部分を規制緩和してなのか、申し訳ないけどち
ょっとだけ補助金もらえるのか。そういったやりとりが、ディスカッションができると
もっとよりよく、これが期待する部分ですかね。 
それと防災訓練やるじゃないですか。今回消費者庁さんのやつをやっていて思ったの

が、詐欺を本当に防ぎたいのだったら、防詐欺訓練をやったらいいのではないですかと。
急に消費者庁の人がおばあちゃんのところに電話して、でもやり方いろいろと思うので
すけど、訓練ですっていうね。そうすると、こういうことねって分かると思うのですよ
ね。自分の経験していないことをいくら言われても、やっぱり分からないのですよね。
だから小さいときからいっぱい失敗しているやつっていうのは、大人になって大きい失
敗しないのと同じように、ちっちゃい失敗というか、そういう試練を与え続けて教育す
るっていうのは、何か面白いのではないのかなと思うのですよね。これはもう地方でも
全然できるし、面白いのではないでしょうか。 
■座談会（加渡様） 
ありがとうございます。やっぱり消費者であっても、行政であっても、事業者であっ

ても、今住んでいるこの地域を良くしたいっていう思いは一緒ですよね。そこでお見合
いをせずに、本当に本音でどうしたらいいのか、なぜなのだということを語り合える関
係を作ろう。「防詐欺訓練」いいですね。なんかとっても新しい発想をいただいたよう
な気がいたします。 
さあ、これまで消費者あるいは事業者の立場から様々な感想、御提言をいただきまし

たが、その声をお聞きになりまして、今度は自治体の皆さんからどのように受け止めら
れたか、感想をお聞きしたいと思います。まずトップバッターとして、兵庫県立石様お
願いいたします。 
■座談会（立石様） 
兵庫県の立石です。先ほど 188 の話ありま

した、188全然知らないという話で、先ほど動
画も流しましたが、実は動画の最後のところ
にも、188というのは必ず流しているのです。
実はこれ大学生と一緒に作った啓発グッズで
付箋ですが、ここにも 188 って書いているの
です。裏側にも「こういうときには局番なしの
188かけてね」というふうなことで、ずっと宣
伝はしているのですが、なかなかそこがうま
くいってないというのはちょっと耳の痛い話に思います。もちろん被害に遭ったときも
188にかけてくださいねっていう話もあるのですが、被害にあって、本当にもう終わっ
てしまった話とかっていうときでも、やっぱりここに電話して欲しいっていうのはある
のです。それは今後、次の人にその被害がいかないためにということで、自分が被害に
あって、もうどうしようもないのかなって時でも、こういう被害にあったんやというこ
とを、ちゃんとここに言っていただければ、次を防ぐことができるので、これは「188」
というのはすごい重要だなと、私は思っているので、もうちょっとそこはちゃんと周知
していかないといけないというふうに思っています。 
それから成年年齢の引下げで我々兵庫県では、大学生に向けて、それから高校生に向

けた事業、出前講座などをしていました。もっと年齢を落とした方がいいのではないか
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という話で、それは確かにそのとおりかなと思います。今 18歳に引下げになったので、
そこをターゲットに、ずっと今年度、昨年度はちょっとやってきたのですけれども、皆
さん 18 になるという話なので、そこの部分っていうのは非常に大切なことなのだろう
なと。授業の科目に入れてほしいという話が大学生の方からありました。もう本当に、
確かにその通りで、出前講座とか、行くのですけど、なかなかやっぱり高校とかは授業
がいっぱいで、講座する時間がないという話がやっぱりどうしてもあります。金融教育
は、高校で必修科目になっていると思うのですけども、消費者教育についても、授業の
科目に入れば必ず勉強するということになるので、それは、1自治体だけではなかなか
できませんが、何とかそういうことができればいいのかなと思っています。以上でござ
います。 
■座談会（加渡様） 
情報発信 188の話なのですが、188に限らず、行政の方は「いっぱい情報は発信して

います。もう、あの手この手でこんな方法で発信しています」っておっしゃいます。実
際、事実そうなのですが。消費者は、自分にとってストライクでこないと、「いや、情
報を私持っていません」という感想を持ってしまうのですよね。この差を埋めていかな
きゃいけないということですよね。次はオンラインで御登場いただいております、石川
県の澤田さんいかがでしょうか？ 
■座談会（澤田様） 
石川県でございます。いろんな御意見ありが

とうございます、大変参考になりました。まず
ですが、「見守りネットワーク」につきまして、
情報がしっかりと共有されていない、共有して
いく必要があるという御意見がございました。
これは非常に私もそう思っておりまして、情報
がつながらない、共有されていなければ、ネッ
トワークが設置をされている意味というものもないと思っておりますので、連携は非常
に深めていく必要があるのかなと。それに関係するところではございますが、先ほどち
ょっと耳の痛い話、行政の縦割りっていう話もございました。中で働いている我々もこ
れは課題に思いながら、働いているっていうのもございまして、ほとんどいろいろ言わ
れたときに言い訳のように、役所なものでとか、いや、縦割りですいません、難しいで
すとか、つい言いがちなのですよね。消費者行政っていろんなところと連携しなきゃい
けなくて、警察ですとか教育委員会ですとかそういったいろんなところと連携をして、
縦割りとか言ってないで、やんなきゃいけないっていうのもおっしゃる通りだと思うの
で、ここは何とか、すぐに何かできるって言ってもなかなか組織の話になるかもしれま
せんけどもそれはもう、そういった心づもりを行政がしっかりもたなきゃいけないなと
いうことは思いました。 
また、188、いややですが、誰も知らないよねっていう話ございました。恥ずかしな

がら、私、今年、消費者行政に携わって 1年目でございますが、私も今の所に来るまで
は知りませんでした。この 188、いややの認知度の向上。これまでいろいろやってはき
てはいるのですけれども、確かに数字として認知度の数字は低いということでございま
すので、これの向上と、みんなに知ってもらうということ。何ができるか頑張って向上
していかなきゃいけないなということはございます。 
その他コロナ禍等々によりまして、スマホの使用が増えて、そういった被害が多くな
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っているでございますとか、小学生でもスマホを持って SNS を活用しているのでそう
いった幼児期からの教育っていうのも必要である、ということも意見としてございまし
たが、私共、家庭とかそういった科目の中で、こちら作成したテキストとか、そういっ
たものを作って、授業で活用していただいているところでございますが、先ほど、抜本
的に授業の中におそらく消費者教育というものを教科として、取り組めばどうかという
話もございましたが、これについては、私も授業の中にそれがしっかりと組み込まれれ
ば、より、消費者教育というものが、小さいうちから充実していくのではないかなって
いう、これはもう感想になってしまうのですけれども思ったところでございます。以上
です。 
■座談会（加渡様） 
ありがとうございました。消費者教育は一体誰がするのかっていうことを考えました

ときに、やっぱり家庭だけでも駄目、教育機関だけでも駄目、地域社会だけでも駄目、
職場だけでも駄目ですよね。ですから、いろいろな場と主体が、年齢に応じて効果的に
また体系的に行っていくというのが消費者教育なのですけれども、その一つの提案とし
て、皆さん授業科目ということに非常に響いてらっしゃるようです。続きまして徳島県
の島田室長、お願いいたします。 
■座談会（島田様） 
私の方からですけど、まず「見守りネットワ

ーク」について、徳島県では全ての市町村にこ
の「見守りネットワーク」が組織されているわ
けなのですが、先ほどいろいろ御意見いただ
いたように、各地域、各市町村の特色を生かし
て、それぞれの構成員等も違います。それぞれ
の活動に濃淡があるのではないかというよう
な御意見もいただいたところなのですが、こ
の「見守りネットワーク」は、組織しただけで
は駄目だと思っているので、これが実効性のある取組になりますように、市町村さんも
いろんな取組を、素晴らしい取組をしているところの事例を知っていただいて、それを
県内の他の市町村さんにお伝えすることで、全体の活動が活発化するように、今後取り
組んでいかないと駄目だなと感じました。また行政の縦割りというお話があったかと思
うのですけど、「見守りネットワーク」には消費者部門だけではなくて福祉関係の行政
機関も入っていただいているわけなのですが、ここの関係が、横串が入った関係になら
ないと、なかなかうまく機能しないなと日々感じているところでございます。 
徳島県は消費者庁新未来創造戦略本部さんの実証フィールドということで、この「見

守りネットワーク」に関しましても、いろんなプロジェクトを推進していただいており
ますので、福祉と消費者部門連携というようなプロジェクトも昨年ございまして、やは
りコミュニケーションという話もございましたが、福祉と消費者行政の間が顔の見える
関係っていうのをしっかり築くことで、横串も入るし、福祉関係の方の気づき、また事
業者の方の気づきが消費生活センターの方にちゃんと繋いでいただけるということも
あるので、このあたりのことをもっと進めたいなと思いました。 
また消費者教育なのですけど、成年年齢引下げを見据えて頑張ってきたわけですが、

小学校、小さいときからの消費者教育が重要というようなお話もあったかと思うのです
が、徳島県でも発達段階に応じた消費者教育をずっと進めてきたわけですが、やはりデ
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ジタル社会が進展しまして、教材などもずっと作ってきたのですが、キャッシュレス決
済でありますとか、また時代の流れによってそれぞれ変わってくるので、また 18 歳だ
けじゃなくて小さい頃からの消費者教育も、もっと進めていきたいなと感じました。 
■座談会（加渡様） 
ありがとうございました。ここまで消費者そして事業者、自治体の皆さんとの座談会

を進めてまいりました。今日の座談会で出た意見を少しまとめてみたいと思います。 
まず一点目、「見守りネットワーク」ですが、その「見守りネットワーク」の組織に

おきましては、まずは地域の特性を生かして、そしてメンバー構成を決めて形骸化をし
ないように働きかけることが必要であるというお声がありました。さらには、「188い
やや」の認知度がまだまだ低いのではないか、これはいろいろ行政の皆さんが工夫をし
てくださっていますが、もう一歩、もう二歩、消費者教育をもう少し小さい時代から始
めるということも含めまして、認知度向上に努めようという御意見もございました。 
また、コロナ禍、ウィズコロナからアフターコロナに向けて、今、大きくライフスタ

イルが変わろうとしております。この中で、やはり重要なのはコミュニケーションであ
る。消費者教育であっても、消費者と事業者、事業者と消費者であっても、その根底に
流れる消費者コミュニケーションを大事にしていこうというお声もありました。そして、
やはり私達が心しなければいけないのは、何かプロジェクトを始めるとき、そして事業
を始めるときに「なぜ」ということを大事にする、「なぜ」ということをしっかり理解
した上で、じゃあ一緒にやろうよ、アクションを起こそう、そこはもう本音でぶつかろ
うというお声もございました。 
そして、この座談会の中の一番のヒットキーワードだと思うのですが、「防詐欺訓練」

ですよね。この訓練、大きなキーワードが出ました。そして皆さんのお口から出ました
のが、連携という言葉でした。地域の持続可能な発展と地域経済の活性化のためには、
その担い手であります、消費者のスキル、消費者力のアップが欠かせません。そして、
自治体の今を知って、学んで、生かすためには、これまさに消費者市民社会の構築だと
思うのですけども、消費者 1人 1人が、「今だけ、ここだけ、私だけ」よかったらいい
のよではなくて、「今から、ここから、私から」アクションを一歩広げていく。この心
構えを持つことが大事なのではないかと思います。 
消費者行政の推進というこのフォーラムでございましたが、消費者問題はやはり消費

者と事業者と行政、この 3者がそれぞれの役割と責務を果たさなければ発展することは
できません。さあ、今から、そしてこの徳島からまた全国から視聴してくださっている
皆さんから消費者行政の未来に向けて一歩踏み出していきたいと思いますが、いかがで
しょうか。今日は消費者の皆さんの代表として、若い世代のお二人も、お迎えをいたし
ました。そして連携プロジェクトを担っていただきました「とくし丸」からも大きな御
提言をいただきました。そして自治体の取組も御発表いただきました。誠にありがとう
ございました。以上をもちまして、今回の座談会終了とさせていただきたいと思います。
ありがとうございました。  
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２．８ 閉会挨拶 

 
消費者庁地方協力課長の加藤でございます。 
皆様本日は長時間にわたり御参加をいただきま

して誠にありがとうございました。ここまで各自治
体の皆様からそれぞれの取組について御報告、御発
表などいただいてまいりました。 
兵庫県様からは芸人アニメーションを活用した動画ですとか、若者向けの啓発用のシ

ミュレーションゲームなどのお話をいただきまして、若者や大学の御意見を聞いた上で
取組に繋げられている点ですとか、若者に人気のあるコンテンツに着目した啓発を行っ
ていたという点、大変に参考になるお話を頂戴いたしました。石川県様からは県で作成
されたガイドブックを活用した出前講座ですとか、県内の学生などが考案された、寸劇
を交えた出前講座など、こちらも若者・高齢者に興味を持っていただける方法で、必要
な内容を検討、実施されて、県民のニーズも踏まえながらされているというお話で、大
変参考になりました。徳島県様からもエシカル甲子園の取組、まさにエシカル消費の推
進に貢献する、県の枠にとらわれない、全国的な取組を実施いただいているという点、
それと消費者トラブルの防止のための教材、また LINEを活用した消費生活相談などの
取組もされていて、こちらも大変参考になりました。いずれも大変興味深い良い取組を
伺いました。徳島県様からは動画などの啓発教材、啓発資料を他の自治体でも積極的に
お使いいただきたいとのお話もいただき、ありがとうございます。御参加の皆様にも積
極的に御活用いただければと思います。 
座談会でも消費者、事業者、自治体それぞれの立場から今後の消費者行政の取組につ

いて、御議論いただき大変参考になりました。消費者庁地方協力課の先進的モデル事業
ですけれども、とくし丸の佐藤取締役からも「見守りネットワーク」の今後に向けて、
心強いお言葉も頂戴いたしました。 
それと新未来創造戦略本部の取組につきまして、デジタル技術を活用した情報発信・

普及啓発、見守り、食品ロス削減、香川モデル研究などがありましたけれども、こうし
た取組、いろいろとお使いいただければという部分もあったかと思います、これらもあ
わせまして皆様の参考になる取組がございましたら幸いに存じます。 
本日のフォーラムは「自治体の「今」を知り、学び、そして活かす」をテーマに開催

いたしました。参加者の皆様がそれぞれの立場で、消費者行政の課題に取り組むための
新たな一歩になったのではないかと考えております。今後とも消費者行政のさらなる発
展に向けて、消費者庁としても取り組んでいきたいと思いますので引き続き御支援・御
協力をよろしくお願い申し上げます。最後に本日のフォーラムに御参加いただきました
皆様に改めてお礼を申し上げまして、閉会の御挨拶といたします。 
どうもありがとうございました。 
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第３章 開催速報  
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第４章 アンケート 

 
４．１ アンケート概要 
■アンケートへの御協力依頼・周知方法 
開始前及び終了時に御案内 

 
■アンケートの回答方法 

Zoom退出後自動アンケートフォームの立ち上がりにより回答 
 
■アンケートの回答率 
参加者84名に対し、回答者66名：78.6％ 

 
４．２ 集計結果 
 
① あなたの属性を選択してください。 

 
 
 
 
 
 
 

1 あなたの属性を選択してください。 必須 比率
一般消費者 5 8%
消費者関係団体 7 11%
行政職員（地方） 54 82%
行政職員（国） 0 0%

回答数 66
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② 視聴いただいている都道府県を選択してください。 
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 2 視聴いただいている都道府県を選択してください。 任意 比率
北海道 4 6%
青森県 1 2%
岩手県 2 3%
宮城県 0 0%
秋田県 1 2%
山形県 0 0%
福島県 0 0%
茨城県 1 2%
栃木県 4 6%
群馬県 0 0%
埼玉県 1 2%
千葉県 3 5%
東京都 2 3%
神奈川県 0 0%
新潟県 5 8%
富山県 0 0%
石川県 3 5%
福井県 1 2%
山梨県 2 3%
長野県 0 0%
岐阜県 0 0%
静岡県 0 0%
愛知県 1 2%
三重県 0 0%
滋賀県 0 0%
京都府 1 2%
大阪府 4 6%
兵庫県 9 14%
奈良県 0 0%
和歌山県 0 0%
鳥取県 0 0%
島根県 1 2%
岡山県 2 3%
広島県 1 2%
山口県 2 3%
徳島県 2 3%
香川県 1 2%
愛媛県 0 0%
高知県 1 2%
福岡県 1 2%
佐賀県 0 0%
長崎県 1 2%
熊本県 3 5%
大分県 0 0%
宮崎県 2 3%
鹿児島県 3 5%
沖縄県 0 0%

回答数 65
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③ 本日の「地方連携推進フォーラム」を何でお知りになりましたか？ 

 
④ 本日の「地方連携推進フォーラム」を何でお知りになりましたか？で 
「その他」を選択された方はご記入ください 
 消費者庁からの案内メール 
 職場から参加するように指示があった 
 

  

3 本日の「地方連携推進フォーラム」を何でお知りになりましたか？ 必須 比率
消費者庁・その他のウェブサイトで知った 18 27%
都道府県や市町村等からの案内で知った 38 58%
消費関係団体等からの案内で知った 4 6%
チラシを見た（※自由記載欄に「設置場所」をご記入ください） 1 2%
知人や友人から聞いた・誘われた 3 5%
その他 2 3%

回答数 66
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⑤ 本フォーラムの内容には満足されましたか？ 

 
⑥ 本フォーラムにおいて満足したコンテンツはありましたか？ 

5 本フォーラムの内容には満足されましたか？ 必須 比率
５（そう思う） 22 33%
4 35 53%
3 9 14%
2 0 0%
１（そう思わない） 0 0%

回答数 66

6 本フォーラムにおいて満足したコンテンツはありましたか？ 任意 比率
兵庫県による消費者行政に関する取組説明 13 20%
石川県による消費者行政に関する取組説明 0 0%
消費者庁新未来創造戦略本部によるモデルプロジェクト紹介 5 8%
消費者庁地方協力課による先進的モデル事業紹介 19 30%
徳島県による消費者行政に関する取組説明 5 8%
座談会 22 34%

回答数 64
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⑦ 次回はどのような内容が聞きたいですか？ 
 見守りネットワークの好事例 消費者教育における教材などの紹介 
 エシカルの浸透をいかに図るべきか 
 学校で行われている消費者教育に関する授業内容について 
 小中学生に向けた消費者教育の取り組み 
 大学生からの意見は貴重でした 
 学校での消費者教育の先進事例 
 どうすれば若者に消費者被害防止の情報が届くのか、具体的に聞いてみたい。 
 大学生や高校生の消費者教育に関する率直な意見や感想 
 小学校や中学校における出前講座の実践例など 
 お忙しい中貴重な学びの時間をいただきありがとうございます。 同内容のような

研修が定期的に開かれることを希望します。 
 小・中学生向けの消費者教育について 
 金融教育について 
 事業者や学生からの消費者教育・啓発へのアイディア（なんでこんなことができ

ないの的な） 行政のとりくみのこれがもったいない。（事業者や学生から） 
 
⑧ ご自身の都道府県・市町村においても、本フォーラムを開催したい（してほし
い）と思いますか？ 

 
 
 

8 必須 比率
５（そう思う） 12 18%
4 8 12%
3 28 42%
2 9 14%
１（そう思わない） 9 14%

回答数 66

ご自身の都道府県・市町村においても、本フォーラムを開催したい（してほしい）と思いますか？


